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Ⅰ．調査概要
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調査の背景

本件調査の背景と大型MICE施設の必要性は以下の通りである。

4

大型MICE施設の必要性

新たな
観光ブランドの

確立

沖縄観光に”ビジネスツーリズム”という新機軸を打ち
出し、国際的なMICE開催地としてのブランドを確立する

各種産業の
成長発展
の基軸

MICEを沖縄経済成長のプラットフォームとして位置付
け、MICE推進による各産業分野の成長発展を図る

増加する
MICEニーズ
への対応

アジア地域を中心にMICE開催需要が増加する一方、
県内施設は機能・規模不足で対応できず、機会損失が
発生していることから、大型MICE施設の早期の整備に
よる受け皿確保が必要

【政府におけるMICE振興の位置づけ】

・政府は、平成28年公表の「明日の日本を支える観光ビジョン」において、

MICE誘致を促進するとしている。

・沖縄県との関係においては、平成12年に、「国際会議等各種会議の沖縄

開催の推進について」が閣議了解されており、多くの国際会議開催に協力

を受けている。

・平成26年には、沖縄県を国家戦略特別区域の「国際観光拠点」に位置づ

けており、沖縄県としても、我が国のMICE開催地の１つとして、貢献してい

きたいと考えている。

【沖縄県におけるMICEの位置づけ】

・「沖縄２１世紀ビジョン基本計画」において、MICEを「沖縄経済発展のプ

ラットフォーム」に位置付け、「大型MICE施設を核とした戦略的なMICEの振

興」や「MICE関連産業の創出」といった施策を打ち出している。

・産業振興においては、「企業ミーティング」や「インセンティブ旅行」などの

「ビジネスツーリズム」を沖縄観光の新機軸として位置付け、「国際会議」や

「展示会・商談会」など「人」、「モノ」、「情報」、「企業」の集積を促すビジネス

交流の場としてのMICEの機能を最大限に活用し、「経済成長を加速するプ

ラットフォーム」として積極的に推進することとしている。

※ 大型MICE施設の整備地

・大型MICE施設の整備地ついては、①整備可能時期、②用地面積、③空

港等とのアクセス④MICEエリアとしての成立可能性（まちづくりの視点）を

評価項目に設定し検討したところ、①大型MICE施設整備候補地の周辺及

び近隣の土地利用を見直すことにより、 MICE関連施設であるホテル、商

業施設の用地の確保ができること、②今後、那覇空港自動車道小禄道路

や国道329号南風原･与那原バイパスなどが整備されることにより、交通ア

クセスが大きく向上することが確認できたことから、有識者委員会の意見も

参考にし、東海岸地域の振興による県土の均衡ある発展という観点も加え、

「中城湾港マリンタウン地区」に決定している。



調査の目的

本件調査の目的と全体像は以下の通りである。
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調査の全体像

【業務名称】

沖縄県マリンタウンMICEエリアの形成に向けたPPP導入可能性調査業務

【業務期間】

令和元年８月６日から令和２年３月31日まで

【業務の目的】

本業務は、沖縄県与那原町及び西原町内中城湾港マリンタウン地区（以

下「マリンタウンＭＩＣＥエリア」という。）に整備を目指す大型ＭＩＣＥ施設及び

民間収益施設（宿泊施設、商業施設、娯楽施設等）の整備基本計画、要求

水準及び民間資金等を活用した事業スキームの整理に向けた調査検討並

びにマリンタウンＭＩＣＥエリアの活性化等に向けた方策の調査検討を行

い、官民対話（マーケットサウンディング）により、その実現可能性を整理す

ることを目的とする。

項目 調査内容

Ⅰ．調査概要 本件調査の概要を整理

Ⅱ．現行の計画
について

大型MICE施設のこれまでの検討経緯と現行計画の課題
について整理

Ⅲ．国内外事例
等調査

世界の展示場におけるトレンドを整理した上で、国内外の
主要なMICE施設の調査を実施

個別施設の事業傾向から、参考となりうる施設を抽出し、
現地調査により事業手法等を確認

Ⅳ．ヒアリング
調査

MICE施設を含むエリア形成の整備運営主体として想定さ

れる業種の事業者に加え、合同マーケットサウンディング
により、多様な業種業態の事業者の意見聴取と参画意欲
を確認

加えて、利用者となるエンドユーザーの意見を集約し、マ
リンタウンMICEエリアの形成に向けた論点を整理

Ⅴ．基礎事項の
追加調査

不動産マーケット情報の調査、需要推計、事業性の検討
を実施

今後、施設整備や事業手法等の比較分析を行うための基
礎データとバリエーションを整理

Ⅵ．専門家委員
会の実施

MICE、観光、地域振興、法務、金融及び不動産分野にお

ける専門家を招聘し、新たな計画を検討する為の意見聴
取を実施

Ⅶ．新たな計画
に向けた検討

上記調査結果を踏まえ、新たな計画を検討する為の基礎
的考え方となる差別化戦略を整理。

加えて、土地利用計画、個別施設計画、事業スキーム、エ
リアマネジメントの考え方を整理し、次年度具体的検討を
進めるためのポイントを整理



MICEの定義

参考資料：MICEの定義と、沖縄の産業振興におけるMICEの位置づけは以下の通り
である。
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沖縄の産業振興におけるMICEの位置づけ

区分 項目 定義 事例

M：
Meeting 企業系会議

企業が目的に応じて関
係者を集めて行う会議

外資系企業の支店長会議

車両販売代理店のミー
ティング

海外投資家向けのセミ
ナー

I：
Incentive

企業の報奨
研修旅行

企業が、従業員や代理
店等の表彰、研修、顧
客の招待等を目的で実
施する旅行

営業成績優秀者に対する
表彰

会社設立○○周年記念旅
行

C：
Convention 会議

国際機関・団体、学会等
が主催または後援する
会議

九州・沖縄サミット（G8）
太平洋・島サミット
国立病院機構総会

E：
Exhibition/
Event

展示会・
イベント

国際機関・団体、学会、
民間企業等が主催又は
後援する展示会、見本
市、イベント

沖縄大交易会
離島フェア
IT津梁まつり

①個人旅行、修学旅行
②インバウンド、クルーズ船
③リゾートウェディング
④エコツーリズム
⑤ウェルネスツーリズム etc.

一般観光（レジャー）

【 Be.Okinawa 】

沖縄県観光振興基本計画

【重点戦略】

①国際物流
②観光リゾート
③航空関連産業
④情報通信
⑤新たなものづくり

【産業成長戦略】

①農林水畜産業
②先端医療・健康・バ
イオ
③環境・エネルギー
④地場産業 等

アジア経済戦略構想

産業界による積極的な
ＭＩＣＥの活用・推進

①ビジネス旅行（出張）
②営業、商談、視察 etc.

ビジネスツーリズム
【新機軸】

ＭＩＣＥ
（ ビジネスイベント ）

①企業報奨旅行
②観光フェア etc.

①企業・経済団体等の年次総会や会合
②国際会議、学術会議、政府系会議
③セミナー、シンポジウム
④展示会、商談会、産業系イベント etc.【 Business Resort  】

経済成長を加速する
プラットフォーム



県内でのMICE開催状況

参考資料：沖縄県内では、離島を含め、MICE専用施設のほか、ホテルや文化施設等
（ユニークベニュー）の多様な場所でMICEが開催されている。沖縄県内のMICE開催
状況と、主なMICE施設は以下の通りである。
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沖縄県内での主なMICE施設
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■県内MICE開催件数の推移(平成26～30年)

■規模別開催件数(平成30年)

10～49人
(38.8%)

50～99人
(20.0%)

100～299人
(25.1%)

300～999人
(9.2%)

1,000人～
(6.9%)

100名未満が全体の約6割

現在の施設規模の制約か
ら、1,000名以上の催事は
6.9％にとどまっている。 沖縄コンベンションセンター

(宜野湾市)
・最大収容人数：4,000人

万国津梁館（名護市）
・最大収容人数：500人

沖縄科学技術大学院大学(OIST)(恩納村)
・最大収容人数：496人

那覇
空港

大型MICE施設建設地
（中城湾港マリンタウン地区）

・展示場面積：約30,000㎡
※現状計画

沖縄市多目的アリーナ(沖縄市) ※建設中
・最大収容人数：1万人



調査の結果（全体のまとめ）

本件調査の結果は以下の通りである。
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項目 検討結果 今後整理を要する事項

１．差別化戦略 国内外のMICE都市との比較を踏まえ、沖縄の強みである
「リゾート」と「IT・テクノロジー」を活かしたエリア形成を検討
大型MICE施設を軸としながら、マリンタウン全体でMICE受
け入れを行い、街全体をインタラクティブに活用できるものと
することで魅力を発揮し、差別化を図ることが有効

マリンタウンMICEエリアに備えるべき具体的要素や実現方法の
検討
エリア内の住民や既存事業者、地元市町村等との調整を行い、差
別化戦略の具体化に向けた認識の共有や協力体制を構築

２．土地利用計画 民間事業者等へのヒアリングにより、現状のまちづくりビジョ
ン、まちづくりデザインの考え方に加え、新たな土地利用の
可能性を確認

事業性の高い土地利用計画を目指すため、引き続き民間事業者
等の意見を集め、誘導用途の拡大や、それら用途が立地できる
環境整備の検討を関係各所と調整

３．個別施設計画 大型MICE施設は大型催事の需要を喚起する施設、重点
ターゲットとするC・Eに合わせた施設及び差別化戦略を象
徴する施設とする方向性を整理
民間収益施設については、ホテル事業で事業性を検討し、
一定の民間投資が期待できる結果を確認

差別化戦略や土地利用計画を踏まえ、エリア内個別施設の機能・
規模を具体化
大型MICE施設及び民間収益施設の事業性を検討し、期待される
民間投資の規模と経済効果を試算

４．事業スキーム 選択しうる官民連携（PPP）の事業スキームを整理
有効な段階的整備を実現しうる事業スキームも確認

民間事業者が参画でき、差別化戦略の効果が発揮しうる事業ス
キームを特定

５．エリアマネジメント マリンタウンMICEエリアのエリアマネジメントを具体化する
ための組織パターンを整理
エリアマネジメントによる活動内容の参考とするため、ス
マートシティの事例を整理

スマートシティ導入なども含め、マリンタウンMICEエリア全体の活
性化のための具体的なコンテンツを検討
エリア内の住民や既存事業者、地元市町村等との調整を行い、共
通したエリアマネジメントの方向性を確認

項目 調査結果

国内外事例等調査 展示場におけるトレンドとして、アジア・太平洋エリアの展示場整備面積、販売面積の拡大が急速に進んでいることを確認した
官民連携（PPP）の事業スキーム（PFI等）や周辺公有地利活用を伴う面的開発の有用な事例を確認した

ヒアリング調査 民間事業者の参画意欲や官民連携（PPP）による事業推進に対しての有用な意見を確認した
エンドユーザー（催事主催者等）の意見を踏まえ、エリア形成における論点を確認した

基礎事項の追加調査 市場環境を踏まえた事業性の検討を行い、民間事業者による本事業への参入可能性があることを確認した
今後、施設整備や事業手法等の比較分析を行うための基礎データとバリエーションを整理した

専門家委員会の実施 官民連携（PPP）による事業の推進を前提とした新たな計画の必要性や課題、今後の方向性を確認した

■ＰＰＰの導入可能性について

■新たな計画に向けた検討について



Ⅱ．現行の計画について
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１．現行の計画概要
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Ⅱ．現行の計画について



これまでの主な検討経緯

沖縄県では、平成24年度より継続的に大型MICE施設及び周辺受入環境整備に向
けて検討を進めてきた。
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年度 主な実施内容

平成24年度
（2012年度）

『MICE誘致強化戦略・大型MICE施設のあり方調査事業』（沖縄県）

海外のMICE先進地域や競合地域調査等をベースに、かねてから県内関連事業者等からニーズのある大型MICE施設やその周辺地域を含めたMICEエリア
形成に向けた方向性や、MICE誘致戦略のあり方を検討

平成25年度
（2013年度）

『大型MICE施設整備と街づくりに向けた基本構想』（沖縄県）

MICEの需要動向や解決すべき課題に係る調査・検討を通じて、沖縄の特性を活かしたMICE誘致強化戦略を策定するとともに、大型MICE施設の整備に向け
た基本構想を策定

平成27年度
（2015年度）

『大型国際見本市・展示会の県内誘致に関する提言書』（沖縄経済同友会）

展示会場を公共的基本インフラと位置づけ、大型国際見本市・展示会の県内導入を目指し、5万㎡以上の世界標準の展示場建設を提言

『沖縄県大型MICE施設民間活力導入可能性調査』（沖縄県）

大型MICE施設の整備、運営について、PFI方式やDBO方式をはじめとした民間活力導入の可能性について検討

平成28年度
（2016年度）

『大型MICE施設整備基本計画』の策定（沖縄県）

大型MICE施設の整備コンセプト、整備事業費、延べ床面積、施設基本性能、発注方式等を整理

『マリンタウンMICEエリアまちづくりビジョン』の策定（沖縄県）

土地利用や都市構造等のまちづくりを目指す方向を統一し、地域が一体となって受入環境の実現を目指すためのまちづくり構想を策定

平成29年度
（2017年度）

『沖縄MICE振興戦略』の策定（沖縄県）

今後10年のMICE振興の意義・効果、長期目標、振興の方向性、具体的施策等について策定

『展示会の県内開催に向けた調査誘致業務』（沖縄県）

展示会等を取り巻く県内の内部環境（県内の展示会等開催の現況、県内既存展示会等の拡大、新規立ち上げ可能性）と外部環境（国内外の先進地域・類似
地域の事例等）を踏まえつつ、沖縄県の展示会等の開催環境としての課題と対策、誘致・開催の方向性等を整理

平成30年度
（2018年度）

『マリンタウンMICEエリアまちづくりデザイン』の策定（沖縄県・与那原町・西原町）

大型MICE施設と周辺のMICE関連施設等が、東海岸地域のポテンシャルを活かし、MICEエリアとしてのブランド力向上を図ることを目的に、デザインコンセプ
トと空間形成の考え方、及び導入機能や整備イメージについて整理

Ⅱ－１



現行計画の全体像

平成28年８月に策定した現行計画の全体像は以下の通りである。
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Ⅱ－１

出所：沖縄県大型MICE施設整備基本計画（平成28年8月）

■整備コンセプト

① 展示場、多目的ホール、ホ

ワイエ等の一体的利用に

よる、４万㎡規模の大型展

示会の開催

② 展示場での大型コンサート

の開催

③ MICEイベントの使い勝手

を確保した上での可能な

限りコストの縮減

④ 県内建設事業者の受注機

会の確保のため立体駐車

場等の分割発注



マリンタウンの広域立地

沖縄本島は東アジア内の主要都市から4時間圏内に位置し、シンガポール、バンコク
からも5時間程度でアクセス可能である。マリンタウンは沖縄本島の南部に位置する。

出所：沖縄観光情報WEBサイト

■海外からの沖縄本島へのアクセス・フライト時間

約5時間10分

約4時間30分

約2時間

約2時間25分

約1時間30分
～45分

約2時間45分

約2時間45分

約2時間40分 約2時間

約3時間30分

約3時間45分

■沖縄本島内の位置

那覇空港

マリンタウン

13
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交通拠点からのアクセス

マリンタウンは本島の東海岸に位置し、那覇空港からは車で約30分でアクセス可能
な立地にある。

マリンタウン

3KM

那覇空港

南風原北ICより
車で約15分

5KM

てだこ浦西駅より
車で約20分

空港より車で
約30分

出所：Google Map

N

14
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交通センサス（平成27年度）

現状は、マリンタウンから高速ICや空港への経路となる国道において、一部区間混雑
が見られる。

国道329号/4車線
昼間12h：21,339台
混雑度：1.26

国道329号/4車線
昼間12h：24,250台
混雑度：1.48

糸満与那原線/4車線
昼間12h：8,278台
混雑度：0.37

国道331号/4車線
昼間12h：17,541台
混雑度：1.12

国道329号/4車線
昼間12h：17,541台
混雑度：0.95 国道331号/2車線

昼間12h：981台
混雑度：0.17

糸満与バイパス/2車線
昼間12h：2,886台
混雑度：0.45

• マリンタウンエリアの外周部の国道は交通

量が多く、混雑する時間帯も多くなっている。

特に国道329号の混雑度が高い。

N

15

【混雑度の示す交通状況の目安】

1.0未満

昼間12時間を通じて道路が混雑することなく、円滑に走

行できる。渋滞やそれに伴う極端な遅れはほとんどない。

1.0~1.25
昼間12時間のうち道路が混雑する可能性のある時間帯

が1~2時間（ピーク時間）がある。何時間も混雑が連続す

るという可能性は非常に小さい。

1.25~1.75
ピーク時間はもとより、ピーク時間を中心としてコン圧す

る時間帯が加速度的に増加する可能性が高い状態。

ピーク時のみの混雑から日中の連続的混雑への過度状

態と考えられる。

1.75以上

慢性的混雑状態を呈する。

出所:道路の交通容量（日本道路協会）
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将来交通計画

既存事業中道路の整備により、マリンタウンへのアクセスが改善する予定である。

出所：沖縄県資料16
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開発状況

県道77号線以西エリア（内陸側）は主に住宅地として開発が進んでいる。以東エリア
（海側）は公園、ビーチ、マリーナ等が整備されており、大型MICE施設の予定地を含
め、今後更なる開発が進められるエリアである。

N

マリンタウン
MICEエリア

既存商業施設

西原町

与那原町

大型MICE施設
予定地

県道77号線

東エリア

西エリア

17
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ゾーニング

マリンタウンMICEエリアまちづくりビジョンでは、同エリアの中心部に大型MICEゾー
ン、周辺に宿泊、緑地、マリーナ、交通ターミナル、集客系ゾーンを配置している。

出所：マリンタウンMICEエリアまちづくりビジョン（平成29年2月）18
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各ゾーンの考え方

マリンタウンMICEエリアまちづくりビジョンでは、大型MICE、ホテル、みどり交流、マ
リンアクティヴィティ、マリーナ活性化及び交通ターミナルの各ゾーンの考え方を整理
している。

出所：マリンタウンMICEエリアまちづくりビジョン（平成29年2月）

※

※ホテルグレードを示すものではありません

19
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整備イメージ

マリンタウンMICEエリアまちづくりデザインでは、エリア全体のデザインコンセプトと空
間形成の考え方を踏まえた導入機能と整備イメージを整理している。

出所：マリンタウンMICEエリアまちづくりデザイン（平成30年8月）20
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エリア全体の主な整備イメージ

マリンタウンMICEエリアまちづくりデザインによる、エリア全体の主な整備イメージは
以下の通りである。

出所：マリンタウンMICEエリアまちづくりデザイン（平成30年8月）

大型MICEゾーン

H1 ゾーン

H2 ゾーン

H3 ゾーン

H3-T ゾーン

S ゾーン

21

S ゾーン

M ゾーン
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臨港地区の指定

下記のエリアが臨港地区に指定されている。港湾法に基づく分区の指定はなく、用途
規制は都市計画法に基づく用途地域による。

出所：沖縄県HP22
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中城湾港港湾計画図

平成30年に大型MICE施設整備のため、下記のとおり港湾計画を変更した。

23 出所：沖縄県資料

【変更内容（平成30年2月2日公示）】

① 「海浜緑地」の面積減（※12.3haのう

ち3.5haを減ずる）及び用途変更（※

減じた「海浜緑地」を「交流厚生用

地」に用途変更する）

② （大型MICE施設建設地内にある）臨

港道路3号線の付替え（※当該臨港

道路を与那原町道に付替える）

①「海浜緑地」の面積を減

じ、用途を変更

②臨港道路3号線の付替え
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用途地域

大型MICE施設の予定地は近隣商業及び準住居地域、ホテル・商業施設等の整備が
期待されるマリーナ周辺は住居系地域および工業系地域が中心となっている。

出所：沖縄県地図情報システム

容積率
建ぺい率

300%
80%

200%
60%

200%
60%

300%
80%

200%
60%

200%
60%

100%
50%

100%
50%

200%
60%

150%
50%

100%
50%

200%
60%

100%
50%

N

H3-Tゾーン

H3ゾーン

24

H2、H3およびH3-Tゾーンについては、事業

者ヒアリングを踏まえ、今後必要に応じて都

市計画等の見直しを検討していく。

H2ゾーン
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エリア内の主要な施設状況

マリンタウンMICEエリアでは既に商業施設、マリーナ、ビーチ、大学、公園が整備さ
れている。

出所：沖縄県地図情報システム

N

H1ゾーン

大型MICE
施設用地

（大型MICE
ゾーン）

H2ゾーン

H3ゾーン

H3-Tゾーン ビーチ
（G1・Sゾーン）

住宅地

25

商業施設
(ムーンテラス東崎）

沖縄女子短大
（学術ゾーン）

商業施設
（マリンプラザ

あがり浜）

マリーナ
（Mゾーン）

Ⅱ－１

イルカ公園
（G1ゾーン）

マリンタウン東浜公園
（G1ゾーン）与那古浜公園

（G1ゾーン）



大型MICEゾーン

大型MICE施設の整備を想定する大型MICEゾーンの敷地条件と現状の整備基本計
画（平成28年８月策定）は以下の通りである。

出所：沖縄県大型MICE施設整備基本計画（平成28年8月） 、写真（与那原町撮影）26

項目 内容

敷地面積 14.5ha

延床面積
122,000㎡
（大型MICE施設72,000㎡、立体駐車場50,000㎡）

基本
性能

展示場

• 展示場面積 30,000㎡（施設全体の利用により4万㎡規模の展
示会に対応）

• 80m×375mの無柱空間、天井有効高 梁下14m
• 想定使用用途：見本市・展示会、コンサート

多目的ホール

• 多目的ホール 7,500㎡
• 80m×94mの無柱空間、天井有効高 梁下10m
• 想定使用用途：企業系会議、企業の報奨研修旅行、コンベン

ション、見本市・展示会

中小会議室
• 20～30室
• 想定使用用途：企業系会議、企業の報奨研修旅行、コンベン

ション

立体駐車場 • 2,000台

飲食・物販施設 • 民間事業者提案による（自主事業）

発注方法
• 大型MICE施設：DBO方式
• 立体駐車場、ペデストリアンデッキ、外構：それぞれ分割発注

整備費 • 約513億円
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大型MICE施設は平成30年８月時点で下記の需要収支見込みを整理している。

注記：平成30年８月時点

需要収支見込み

Ex・Ev：大型展示会・商談会・イベント（コンサート等）

1,000人以上の催事を扱える国内大手旅行会社及び会議運営専門会社

（PCO）へのヒアリング・アンケートにより、いずれも1,000人規模の企業

ミーティングが年間16件、インセンティブ旅行が年間22件開催可能と見込

んでいる。

海外企業ミーティング・年次贈呈式など、現時点で16催事の利用意向を確

認済

M・I：大型の企業ミーティング・インセンティブ旅行

ICCA（国際会議協会）及びJCCB（日本コングレス・コンベンション・ビュー

ロー）の会議統計分析により、いずれも1,000人規模の国際会議や学会が

年間18件開催可能と見込んでいる。

国内外の医学会を中心に、現時点で16催事の利用意向を確認済

C：大型の国際会議等

27

拡張ニーズがある既存展示会、アジア諸国に近い立地やリゾート環境を

活かした新規展示会、沖縄で開催ニーズの高い大型コンサート等につ

いて、15主催者（34催事、沖縄大交易会等）より利用意向を確認済
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H1ゾーン

ハイクラスホテルの整備を想定するH1ゾーンの敷地条件は以下の通りである。

項目 内容

所在 西原町字東崎19及び与那原町字東浜69

敷地面積 約3.0ha

用途地域 準工業地域

地区計画 なし

建ぺい率／容積
率

60%／200%

防火／準防火 指定なし

臨港地区 指定あり

港湾計画 交流厚生用地

絶対高さ制限 なし

敷地概要

H1街区
（ハイクラス

ホテル）

臨港道路
マリーナ2号線

幅員10m

臨港道路
1号線

幅員30m

緑地

交流厚生
用地

中城湾

マリーナ

• 下記は現行法規による制限である。

隣接する西原きらきらビー
チの様子

28 出所：沖縄県地図情報システム、沖縄県資料、写真（沖縄県撮影）
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H2ゾーン、H3ゾーン

ミドル及びエコノミーホテルの整備を想定するH２ゾーン、H３ゾーンの敷地条件は以
下の通りである。

N

項目
内容

H3ゾーン H2ゾーン

所在 与那原町字東浜78-42他 与那原町字東浜78-74他

敷地面積 0.83ha 1.56ha

用途地域 第一種住居地域
第二種中高層住居専用地
域、第二種低層住居専用
地域

地区計画
東浜地区地区計画区域内

沿道住宅地区（３） 低層住宅地区（２）、（３）

建ぺい率／
容積率

60%／200% 60%／200%
（二低層地域 50%100%）

防火／準防火 指定なし 指定なし

臨港地区 指定なし 指定なし

港湾計画 交流厚生用地 交流厚生用地

絶対高さ制限 なし 地盤面から12m以下

壁面後退 道路境界及び敷地境界から1.0m

敷地概要

H2街区
（ファミリーホテル）

H3街区
（エコノミーホテル）

町道
与那古浜2号線

幅員16m

臨港道路
マリーナ線

幅員10m

第二種低層住居専用地域
低層住宅地区(2)

第二種中高層住居専用地域
低層住宅地区（3)

第一種住居地域
沿道住宅地区（3)

• 下記は現行法規による制限である。都市計画マスタープランを改訂

しており、事業者ヒアリングを踏まえ、今後必要に応じて用途地域や

地区計画の見直しを検討していく。

29 出所：沖縄県地図情報システム、沖縄県資料、写真（与那原町撮影）
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H２ゾーン、H３ゾーンの街区形状の詳細は以下の通りである。以下は現状の区割で
あり、事業者ヒアリングを踏まえ今後必要に応じて区割の見直しを検討していく。

H3ゾーン

H2ゾーン

30 出所：沖縄県資料

Ⅱ－１



H3-Tゾーン

交通ターミナル及びエコノミーホテルの整備を想定するH３-Tゾーンの敷地条件は以
下の通りである。

N

項目 内容

所在 西原町字東崎12-2及び与那原町字東浜60-1

敷地面積 11,461㎡（地籍）

用途地域 第一種低層住居専用地域

地区計画 なし

建ぺい率／容積率 50%／100%

防火／準防火 指定なし

臨港地区 指定なし

港湾計画 都市機能用地

絶対高さ制限 12m

敷地概要

H3-T街区
（バスセンター、

エコノミーホテル）

町道
区画道路6-1号線

幅員12m

国道329号線与那原バイパス
現況幅員11.78～18.75m（将来幅員30m）

県道77号線
幅員30m

• 下記は現行法規による制限である。都市計画マスタープランを改訂して

おり、事業者ヒアリングを踏まえ、今後必要に応じて用途地域や地区計

画の見直しを検討していく。

町道
区画道路2号線

幅員12m

31 出所：沖縄県地図情報システム、沖縄県資料、写真（沖縄県撮影）
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Mゾーン（県営与那原マリーナ）

県営与那原マリーナが立地するMゾーンの概要は以下の通りである。

出所：沖縄の港湾(平成30年3月)、与那原マリーナHP、
平成30年度分指定管理者導入施設に係るモニタリング検証結果32

項目 内容

所在 島尻郡与那原町東浜70番地（中城湾港（西原与那原地区））

指定管理者
サンライズリゾート与那原マリーナ管理運営共同企業体

構成員名：街クリーン（株）、（株）アイランドボート
指定期間：H31年4月～R6年3月

施設概要

海上係留パース（66艇）
：中型パース34艇、大型パース32艇
陸上ヤード（226艇）
：小型ヤード132艇、中型ヤード14艇、

ディンギーヤード30艇、水上オートバイ50艇
海上係留浮桟橋
陸地施設
マリーナ管理棟
駐車場、給油施設、揚降機、スロープ、船具倉庫

利用時間
夏期間（4月～10月）08：00～18：30
冬期間（11月～3月）08：00～17：00

その他
最長契約期間：1年
利用にあたっては、施設使用許可申請が必要
外来艇の使用も可能
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G2・Sゾーン（西原・与那原マリンパーク）

西原・与那原マリンパークが立地するG2・Sゾーンの概要は以下の通りである。

出所：グリード西原マリンパークHP、平成30年度分指定管理者導入施設に係るモニタリング検証結果、一部写真（沖縄県撮影）

施設MAP

33

項目 内容

指定管理者
株式会社クリード沖縄
指定期間：H31年4月～R6年3月）

施設概要

西原きらきらビーチ
砂浜延長550mにおよぶ大型ビーチで、海水浴やビー
チバレー、ビーチサッカー、マリンスポーツができる
多目的広場、軽スポーツ広場、ピクニック広場、ちびっ
こ広場、公園
シャワー・ロッカー
売店
パークゴルフ場

利用実績
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与那古浜公園

主な公園（G1ゾーン）の概要は以下の通りである。

出所：沖縄県、与那原町、西原町HP

東崎都市緑地（イルカ公園）

34

マリンタウン東浜公園

項目 内容

所在地 沖縄県島尻郡与那原町字東浜１０８

開業年月 2013年（平成25年）

敷地面積 3.8ha

施設概要 パークゴルフ場1.5ha、多目的広場0.5ha、管理棟1棟

項目 内容

所在地 沖縄県島尻郡与那原町字東浜７７

敷地面積 4.16ha

施設概要 トラック

項目 内容

所在地 沖縄県中頭郡西原町字東崎15-1

施設概要
システム遊具（大・小）、ロープウェイ
駐車場（普通車 34台、身障者用 4台）、トイレ

与那古浜公園

東崎都市緑地
（イルカ公園）

マリンタウン東浜公園
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沖縄女子短期大学

大学（学術ゾーン）の概要は以下の通りである。

出所：沖縄女子短期大学HP35

項目 内容

所在地 沖縄県島尻郡与那原町字東浜１

創立 1966年（昭和41年）

運営主体 学校法人嘉数女子学園

学科
総合ビジネス学科
児童教育学科

その他
2015年（平成27年）に現在位置に移転
図書館等は一般利用者にも開放
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大型MICE施設用地

H3-T

沖縄女子短期大学



マリンプラザあがり浜

既存の２つの商業施設の概要は以下の通りである。

出所：各施設HP

ムーンテラス東崎
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項目 内容

所在地 島尻郡与那原町字東浜68番地1の2

主要店舗 ホームセンター、スーパーマーケット、その他専門店

開業年月 2008年（平成20年）12月

敷地面積 41,525㎡ （12,561坪）

延床面積 16,048.65㎡ （4,854,71坪）

駐車場 来客用791台／従業員用51台 合計842台(1Ｆ692台、2Ｆ150台)

項目 内容

所在地 中頭郡西原町東崎22-3

主要店舗
音楽堂（多目的ホール、ギャラリー、会議室）、カフェ、食堂、その他
専門店

開業年月 2010年（平成22年）8月

Ⅱ－１

大型MICE施設用地

マリンプラザあがり浜

ムーンテラス東崎



２．現行の計画における課題の整理
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Ⅱ．現行の計画について
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整備計画等策定後の状況の変化と検討が必要と考えられる事項

大型MICE施設の整備計画等策定後の状況の変化に伴い、現行の計画で再検証が
必要、または新たに検討が必要な事項が生じている。

➀ 大型ＭＩＣＥ施設の現行計画の総点検
• 4万㎡規模の展示会に対応できる施設を目指す。

※環境の変化を捉え、次の検討を実施する。
1. 展示場の段階的な整備について
2. 民間収益施設との併設・合築について
3. 沖縄市多目的アリーナとの機能分担について など
→ それぞれのパターン毎に、需要・収支、整備費等を算定し、検討する。

➁ まちづくりの更なる具体化
・民間投資を促すため、資産価値向上に向けた具体策を検討する。

1. エリアの収益最大化（差別化、複合化、需要安定化等）について
2. 宿泊、商業、物販、娯楽施設の機能水準について など
→ 投資の規模や回収（需要・収支）のモデルを検討する。

➂ 事業方式の検討
・マリンタウンＭＩＣＥエリアの形成に向けたPPP（官民連携）の事業スキームを
検討する。

④ 財源の検討
・公費負担の財源を検討する
例）コンセッションフィー/運営権対価、プロフィットシェア/収益還元 、公有財産
売払代/貸付料、寄附金税制、国庫（沖縄振興予算等）、県債/一般財源など

■状況の変化

【整備基本計画】
・展示場：30,000㎡
・多目的ホール：7,500㎡
・中小会議室：20～30室
・駐車場：2,000台
・整備費：513億円

ま
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く
り
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ョ
ン

（ゾ
ー
ニ
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グ
決
定
）

港
湾
計
画
変
更

ま
ち
づ
く
り
デ
ザ
イ
ン

大
型
Ｍ
Ｉ
Ｃ
Ｅ
施
設

受
入
環
境

事
業
方
式
・財
源

契
約

設
計

建
設

運営

国庫 単費

【ＤＢＯ方式＋
指定管理者制度】

例１：横浜／新規施設
・ＭＩＣＥ施設整備 ： ＰＦＩ方式
・運営 ： コンセッション方式
・周辺ホテル用地売却：ＰＦＩ
との一体公募

例２：横浜／既存施設
・ＭＩＣＥ施設整備運営、

周辺ホテル用不動産賃
貸借：第三セクター方式

例４：民間事業者Ａ 提案
・ＭＩＣＥ施設整備 ： 賃貸借方式
・運営 ： 指定管理者制度

例３：愛知
・ＭＩＣＥ施設整備 ： ＤＢ方式
・運営 ： コンセッション方式

■再検証が必要、または新たに検討が必要と考えられる事項

Ⅱ－２

① 県及び関係市町村では、

中城湾港マリンタウン地区

に大型MICE施設を整備す

るための様々な準備を着

実に進めてきており、県民

や経済界の期待も高まっ

ている。

② また、入域観光客数の伸

びに合わせ、民間事業者

による投資開発が盛んに

行われている。

③ 一方、平成28年８月の施

設整備基本計画の策定か

ら複数年が経過しており、

MICEをめぐる市況に変化

がみられる。

④ そのため、当初財源として

予定した沖縄振興特別推

進交付金の制度終期も考

慮しつつ、大型MICE施設

等の整備手法、財源、機

能等について見直す必要

が生じている。

H28.8

H29.2 H30.8H30.2

H28.8

■現行の計画



【検討課題】

市場ニーズの変化等を踏まえた基本性能の再検討

展示場を段階的に拡張していく場合における需要の確認や当初整備規模の検討

地元企業活用とコスト削減双方を実現する適切な事業スキームの検討
39

①大型MICE施設の現行計画の総点検 （施設整備）

現行の大型MICE施設整備基本計画では、4万㎡規模の大型展示会、2万人規模の
大型コンサートの開催も想定したスペックが盛り込まれているが、市場ニーズの変化、
県内他施設との機能分担や連携等も見据えた点検と再検討が必要である。

大型MICE施設の整備計画

概要

敷地面積 14.5ha

延床面積
122,000㎡
（大型MICE施設72,000㎡、立体駐車場50,000㎡）

基本
性能

展示場

• 展示場面積 30,000㎡（施設全体の利用により4万
㎡規模の展示会に対応）

• 80m×375mの無中空間、天井有効高 梁下14m
• 想定使用用途：見本市・展示会、コンサート

多目的ホール

• 多目的ホール 7,500㎡
• 80m×94mの無中空間、天井有効高 梁下10m
• 想定使用用途：企画系会議、インセンティブ旅行、コ

ンベンション、見本市・展示会、コンサート

中小会議室
• 20～30室
• 想定使用用途：企画系会議、コンベンション、見本

市・展示会、コンサート

立体駐車場 • 2,000台

飲食・物販施設 • 民間事業者提案による（自主事業）

発注方法
• 大型MICE施設：DBO方式
• 立体駐車場、ペデストリアンデッキ、外構：それぞれ

分割発注

整備費 • 約513億円

2階平面図

1階平面図

Ⅱ－２

出所：沖縄県大型MICE施設整備基本計画（平成28年8月）
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①大型MICE施設の現行計画の総点検（需要収支）

大型MICE施設の需要収支見込みについては、市場の変化を踏まえた時点修正の要
否を確認し、利用意向の確実性を高める追加調査を行うとともに、年間催事スケ
ジュールも踏まえた再検討が必要である。

【検討課題】

時点修正や追加調査等を踏まえた収支シミュレーションによる再検証
が必要（利用が見込まれる催事を年間スケジュールに落とした際、全
ての催事が開催できるかを確認する必要がある）

展示場を段階的に拡張していく場合による需要の変化も見込んだ需
要推計、収支シミュレーションも必要

周辺との一体開発事業による事業効果も踏まえる必要がある

利用意向の確実化に向けた検討の具体化（施設整備内容等）が必要
である

Ⅱ－２

注記：平成30年8月時点

Ex・Ev：大型展示会・商談会・イベント（コンサート等）

1,000人以上の催事を扱える国内大手旅行会社及び会議運営専門会社

（PCO）へのヒアリング・アンケートにより、いずれも1,000人規模の企業

ミーティングが年間16件、インセンティブ旅行が年間22件開催可能と見込

んでいる。

海外企業ミーティング・年次贈呈式など、現時点で16催事の利用意向を確

認済

M・I：大型の企業ミーティング・インセンティブ旅行

ICCA（国際会議協会）及びJCCB（日本コングレス・コンベンション・ビュー

ロー）の会議統計分析により、いずれも1,000人規模の国際会議や学会が

年間18件開催可能と見込んでいる。

国内外の医学会を中心に、現時点で16催事の利用意向を確認済

C：大型の国際会議等

拡張ニーズがある既存展示会、アジア諸国に近い立地やリゾート環境を

活かした新規展示会、沖縄で開催ニーズの高い大型コンサート等につ

いて、15主催者（34催事、沖縄大交易会等）より利用意向を確認済
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②まちづくりの更なる具体化（ゾーン毎の施設整備）

マリンタウンMICEエリアまちづくりデザインにてホテル等整備に向け、整備イメージが
示されているものの、事業者ヒアリングによるホテル事業者の進出条件の明確化、施
設イメージの具体化及びホテル以外の集客要素の具体的な検討が必要である。

【検討課題】

投資開発事業者だけでなく、運
営事業者も含めた関連事業者
への意向・条件確認による具
体化

大型MICE施設と県内ホテルと
の連携の具体化（確実な連携
を実現する体制）

MICE開催時期以外の集客要

素の検討と、それを周辺施設
に担保させる手法を検討

出所：マリンタウンMICEエリアまちづくりデザイン（平成30年8月）

Ⅱ－２
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②まちづくりの更なる具体化（魅力的なエリア形成）、③事業方式の検討、④財源の検討

マリンタウンMICEエリアまちづくりデザインの方針と事業者ニーズとの調整に加え、
他のMICEエリアに対し優位な差別化戦略と民間事業者が事業に深く関与できるエリ
ア全体の事業スキーム及びエリアマネジメントによる魅力創出の検討が必要である。

出所：マリンタウンMICEエリアまちづくりデザイン（平成30年年8月）

【検討課題】

事業者ヒアリングを踏まえたホテルグレードやMICE
以外の集客要素等に応じ、まちづくりデザインの方針
の調整が必要となる可能性がある

まちづくりデザインの実現に向けたエリア全体の開発
スを効果的に行う事業スキームの検討が必要である

ハード面だけでなく、ソフト面からまちの魅力を高める
エリアマネジメント等の検討が必要である

公費負担圧縮のため、一定の公共性を担保しつつ、
民間が稼げるまちづくりを目指す必要がある

Ⅱ－２
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状況変化に対応するため検討すべき論点の整理

状況変化に対応するための検討課題を集約し、整理した論点は次のとおり。

これまで計画している大型MICE施設と周辺施設の機能等の再検討 ⇒ 個別施設計画の検討

大型MICE施設と周辺環境を一体的に整備するPPP事業として実施する場合、市場ニーズの変化、民間事業者の経済合理性、

県財政の負担軽減等の観点を踏まえ、事業規模・事業費・必要施設及び大型MICE施設の要件を再検討

大型MICE施設を含むマリンタウンMICEエリア全体との一体開発となる場合、必要な具体的機能の抽出とそれを周辺施設に担

保させる手法を検討

マリンタウンMICEエリア全体の土地利用計画に基づく事業性の検証 ⇒ 土地利用計画の検討

大型MICE施設の整備運営の負担を、周辺の不動産開発による収益で緩和する必要があるため、国内外の他のMICEエリアに

対して優位な差別化の戦略と、周辺の不動産ポテンシャルの検証、それらを活用したエリア全体の整備スキームを検討

また都市開発において、官民連携による整備事例を参照し、本件事業への採用可否を検討

経済的メリットを生むエリアマネジメントにおける具体的取り組みの検討 ⇒ エリアマネジメントの検討

エリアマネジメントについて、エリア全体で経済性、事業性を高めるための組織や活動内容を検討

特に交通施策、観光施策、MICE誘致など面的取り組みを要する課題を重点検討

民間事業者が事業に深く関与できる事業スキームの検討 ⇒ 事業スキームの検討

民間資金による大型MICE施設の整備運営も視野にいれた計画となる場合、民間側により大きなファイナンスリスクを求めるこ

ととなる事から、民間側の投資回収性能を高めるため、効率的・効果的及び自由度の高い運営を念頭に整備計画が組めるス

キームを検討

Ⅱ－２
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マリンタウンMICEエリアの形成に向けた作業フロー

状況変化に対応するための検討すべき論点をベースに作成した今後の作業フローは
次の通りである。

• 官民連携によるエリアマネジメント組
織の検討

• ユニークなエリア形成に向けた検
討（モビリティ、物流、施設間連携、エ
リア運営等）

• 事業方式、事業スケジュール、財
源確保策の整理

• 面的整備、段階的整備手法の検討

• 競争性＆地元企業参画機会確保策の
検討

• 規制緩和等の提案

• ＭＩＣＥ施設
• ターゲット、利用者ニーズを踏まえた

展示場面積（販売対象面積）の設定

• 建物の規模、機能
• 必要付帯施設
• 敷地内ゾーニング
• 周辺施設との連携策
• マリーナ、ビーチ等
• ＭＩＣＥ施設等との連携策

• ＭＩＣＥ以外の集客施設（ターゲットテ
ナント）の検討

• 民間収益施設の構成、収支の試算

• まちのゾーニング（エリア内の必要機
能）

• まちの骨格構成
• 交通計画・動線計画
• 緑・景観形成方針

• 個別街区の土地利用、想定開発ボ
リューム

（例）

• マリンタウンの目標像・開発コンセプト、目的地として選ばれる優位性
（例） 新たな都市拠点ｏｒリゾート型ＭＩＣＥタウン等の方向性、建築構造の機能性、革新的技術・サービスの実証環境を提供

• マリンタウンエリアの重点ターゲット（の多様性）
（例）ビジネス、インバウンド、地域住民→シーズン、曜日、時間帯の変化に対応

• ＭＩＣＥ施設のコンセプト及び担うべき役割の明確化
（例）まちづくりコンセプトに応じたＭＩＣＥ施設のあり方、主ターゲットとする催事の方向性

• エリア活性化の継続性
（例）交通拠点（空港等）、ホテル・観光施設間・地域連携、目標とする都市構造（都市モデル）と実現プロセス（収益循環拡大）、開発・誘客・再投資インセンティブ等

①差別化戦略の検討

③個別施設計画の検討 ④事業スキームの検討 ⑤エリアマネジメントの検討②土地利用計画の検討

【Ｒ元年度】 官民対話に基づく具体化
【Ｒ２年度以降】 官民対話に基づく精緻化

【Ｒ元年度】
官民対話に基づく点検・整理

【Ｒ２年度以降】
官民対話に基づく見直し

【Ｒ元年度】
官民対話や事例等調査に基づく選択肢

の整理
【Ｒ２年度以降】

官民対話や事例等調査に基づく一本化

⑥ 基本計画の策定 （概要・平面図・動線・概算・手法・イメージパース等） 【Ｒ２年度以降】

【Ｒ元年度】 事例の整理
【Ｒ２年度以降】 具体策の検討

Ⅱ－２


